
《条例の制定と改正》《条例の制定と改正》

《新規条例及び付託議案》《新規条例及び付託議案》

《条例の一部改正》《条例の一部改正》

《陳情・決議》《陳情・決議》

 西原町敬老祝金条例の一部を改正する条例
提案理由：時代の変化や厳しい財政状況の中で、今後も長寿を祝福する事業として持続して実施していくた

め、支給額を見直す条例改正である。
（１）当該年度の 12月 31日現在においてトゥシビ－（数え 85歳）対象者となる者５千円を３千円に改める。
（２）当該年度の 12月 31日現在においてト－カチ（数え 88歳）対象者となる者５千円を３千円に改める。
（３）当該年度の 12月 31日現在においてカジマヤ－（数え 97歳）対象者となる１万円を５千円に改める。
（４）当該年度の３月 31日現在において満百歳である者１万円を５千円に改める。

議案に反対した議員の主な質疑と答弁内容
質疑　削減ありきでは公約としての敬老祝金の理念に反するのでは、考え方は？削減額はいくら見込んでいるか？
答弁答弁　敬老思想を継続することが大事で金額の多寡は別である。削減効果として約 80万円である。
質疑　敬老祝金の支給方法は？ 
答弁答弁　銀行口座振込である。
質疑　祝金の支給額を見直すより記念に残るような事業にしたらどうか？
答弁答弁　今後検討したい。
質疑　公約として町長の任期中は継続すべきではないか？
答弁答弁　時代の変化の中で事業内容の見直しを行うことで事業を継続することも大事である。
質疑　172万５千円から約80万円の削減である。弱いところにしわ寄せがきているが対費用効果はあるのか？
答弁答弁　厳しい財政状況の中では平成 31年度予算の収支・乖離を埋めるためにはやむを得ない措置である。
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 西原町一般職の任期付職員の採用等に関する条例について
　地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律に基づき、一定期間において専門的な知識経験が
必要とされる業務や業務量が見込まれる業務等について、必要な人材を任期付職員として採用することがで
きるようにするため、新たに条例を制定する必要がある。

 西原町重度心身障害者（児）医療費助成に関する条例の一部を改正する条例
 西原町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例
 西原町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例
 西原町議会政務活動費の交付に関する条例の一部を改正する条例
　同意第１号 ◇教育委員会委員の任命について　　　　　　　宮城　直子（みやぎ　なおこ）
　諮問第１号 ◇人権擁護委員候補者の推薦について　　　　　与那嶺　等（よなみね　ひとし）
　諮問第２号 ◇人権擁護委員候補者の推薦について　　　　　奥濱　幸子（おくはま　さちこ）
　諮問第３号 ◇人権擁護委員候補者の推薦について　　　　　平良　明（たいら　あきら）

陳情第８０１号 安全・安心の医療・介護の実現と夜勤交替制労働の改善を求める陳情書 採　　択

決議第１号 県道３８号浦添西原線の早期整備に関する要望決議 原案可決

決議第２号 議会活性化調査特別委員会設置に関する決議 原案可決
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議案第３号

議案第１号

議案第２号
議案第 15号
議案第 16号
議案第 17号

平成 31年度 一般会計予算平成 31年度 一般会計予算

歳入歳出総額　歳入歳出総額　119 億 9,200 万円119 億 9,200 万円
平成 31年度 特別会計予算（４会計）平成 31年度 特別会計予算（４会計）

歳入歳出総額　歳入歳出総額　50 億 9,633 万円50億 9,633 万円
　３月定例会は、３月４日から 23日間の会期で開かれました。　３月定例会は、３月４日から 23日間の会期で開かれました。
　平成 31年度一般会計予算は、対前年度当初予算比で、８億 3,900 万円　平成 31年度一般会計予算は、対前年度当初予算比で、８億 3,900 万円
（7.5％）の増額となった。（7.5％）の増額となった。
　主な要因として、増加に歯止めのかからない扶助費の増加や消費税増税　主な要因として、増加に歯止めのかからない扶助費の増加や消費税増税
等、国の施策による新たな需要の増加。さらには慢性的な国民健康保険特等、国の施策による新たな需要の増加。さらには慢性的な国民健康保険特
別会計の累積赤字補填の実行によるものや農水産物流通・加工・観光拠点別会計の累積赤字補填の実行によるものや農水産物流通・加工・観光拠点
施設費の一括交付金特別枠決定に伴う増額である。施設費の一括交付金特別枠決定に伴う増額である。

会計予算比較表 31年度 30年度 増減額
一般会計 119億9,200万円 111億5,300万円 8億3,900万円

特
別
会
計

国民健康保険 41億880万円 44億1,176万円 ▲3億296万円
公共下水道事業 4億5,853万円 5億2,272万円 ▲6,418万円
土地区画整理事業 2億4,627万円 1億7,725万円 6,902万円
後期高齢者医療 2億8,273万円 2億6,617万円 1,655万円

事件番号 件名 提出者 結果

意見書第１号 安全・安心の医療・介護の実現と夜勤交替制労
働の改善を求める意見書

文教厚生
常任委員会 原案可決

意見書第２号 大型MICE施設の整備促進等に関する意見書 ３常任委員長 原案可決
意見書第３号 県道38号浦添西原線の早期整備に関する意見書 ３常任委員長 原案可決

可決！

歳出
（使うお金）

扶助費
33億 7,898 万 8千円　
 28.2%

扶助費
33億 7,898 万 8千円　
 28.2%

人件費
18億 7,310 万 1千円
15.6%

人件費
18億 7,310 万 1千円
15.6%

公債費
10億 4,683 万 3千円
8.7%

公債費
10億 4,683 万 3千円
8.7%

積立金　3億 6,742 万 7千円
3.1%
積立金　3億 6,742 万 7千円
3.1%

その他　5,374 万 4千円
0.4%
その他　5,374 万 4千円
0.4%

普通建設事業費
13億 2,335 万 2千円

11.0%

普通建設事業費
13億 2,335 万 2千円

11.0%

補助費等
17億 4,724 万 6千円

14.6%

補助費等
17億 4,724 万 6千円

14.6%

物件費
14億 3,069 万 5千円

11.9%

物件費
14億 3,069 万 5千円

11.9%

繰出金
7億 7,061 万 4千円

6.4%

繰出金
7億 7,061 万 4千円

6.4%

歳入
（入るお金）

町税　
37億 33,065 万 1千円
31.1%

町税　
37億 33,065 万 1千円
31.1%

国庫支出金
19億 9,111 万円

16.6%

国庫支出金
19億 9,111 万円

16.6%

諸収入 4 億 830 万円 3.4%諸収入 4 億 830 万円 3.4%

繰入金 4 億 545 万 7千円 3.4%繰入金 4 億 545 万 7千円 3.4%

分担金及び負担金 1 億 6,679 万 6千円 1.4%分担金及び負担金 1 億 6,679 万 6千円 1.4%
使用料及び手数料 1 億 3,981 万 2千円 1.2%使用料及び手数料 1 億 3,981 万 2千円 1.2%
財産収入 955 万 4千円  0.1%財産収入 955 万 4千円  0.1%
その他（寄附金、繰越金） 1 億 3千円  0.8%その他（寄附金、繰越金） 1 億 3千円  0.8%

町債
5億 1,125 万１千円

4.3%

町債
5億 1,125 万１千円

4.3%

各種交付金　7億 3,530 万円
6.1%

各種交付金　7億 3,530 万円
6.1%

地方譲与税 6,715 万 6千円
0.6%
地方譲与税 6,715 万 6千円
0.6%

県支出金
19億 3,987 万 5円

16.2%

県支出金
19億 3,987 万 5円

16.2%

地方交付税
17億 8,673 万 5千円

14.9%

地方交付税
17億 8,673 万 5千円

14.9%

自主財源
49億 6,057 万 3千円  41.4%

依存財源
70億 3,142 万 7千円  58.6%

第１回定例会で提出された意見書の審査結果

※千円以下は四捨五入して計算しているので、合計額が合わない場合があります。
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